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東日本大震災復興支援活動に参加を！
住民のために不眠不休で働く、被災自治体の仲間を助けに行こう！

自らが被災者でありながら、住民の支援・救援を行う被災地自治体の仲間に休息の機会を！
自治労は、「被災者の支援・救援を行なっている自治体職員、組合員の業務を支援する」ことを中心課題として、全国の組織をあげて復興支援活動を行うことを決定しました。

被災地では、震災以来、自らも家族の消息がわからず、家を流されていながら、被災者の支援・救援のために、寝食を忘れて働いている自治体の仲間が数多く存在します。

しかし、震災後１ヶ月が経過しようとする中で、こうした仲間の頑張りは、心身ともに最早限界を超えています。

自治労は、こうした自治体の仲間の窮状を救い、継続的な支援・救援活動を行うべく、被災地自治体職員の業務を少しでも軽減できるよう、「避難所運営業務」等を肩代わりするため、当面、4月10日から6月5日まで、第8次にわたる支援チームを全国から派遣することとしました。

自治労神奈川県本部としては、第1次から第3次まで福島県に派遣することとし、自治労県職労は、第3次グループに参加します。

既に、神奈川県をはじめ全国の自治体からも、同じ志で行政としての派遣が行われていますが、まだ不足しているのが現状です。

組合員のみなさんの参加を要請します。

自治労県職労の支援活動に参加を！

　自治労県職労は、次のとおり自治労神奈川県本部の支援チームに参加します。参加を希望される方は、4月15日（金）までに組合までご連絡ください。
自治労県職労事務局
　直通電話：045-201-2961　県庁内線：8750

１．自治労県職労の参加日程
・第3グループ：4月23日（土）～5月1日（日）

２．派遣地域：福島県新地町、相馬市、いわき市
　（福島第一原発に係る避難・屋内待機区域外）

３．支援業務
　新地町の避難所運営業務、いわき市の避難所運営業務及び物資仕分け業務
４．服務・ボランティア保険
　「ボランティア休暇（5日／有給）」の対象となります。保険は、組合負担で加入します。

自治体再生に向け頑張る仲間たち

○「自治労福島（4/5）」より

　県内の原発事故で避難している単組・組合員は、県内各地（浪江町職労、大熊町職労、富岡町職労、楢葉町職労、広野町職労、葛尾村職労、川内村職労）を始め、県外（双葉町職労）でも気力を奮い立たせ、避難所の運営や避難者の支援などを行っています。そんな組合員の奮闘をお伝えします。組合員の力を総結集し、この困難を乗り越えましょう。

・双葉町職労

　避難所が埼玉スーパーアリーナから加須市の旧県立騎西高校に変わり、対応に追われている中でも、委員長は、今後の復興に向けての力強い決意を持って取り組んでいました。

・葛尾村職労

　会津坂下町川西公民館に対策本部を設置、避難所は3箇所に分散し、30名の職員が24時間・2名交代で運営しています。食事は一部自炊（嘱託調理員が対応）、日用品は支援物資でまかなっています。子どもたちは避難所近くの小・中学校に入・就学予定です。避難者は原発事故等の情報不足に不安を増大させています。今回の支援物資は、避難所を元気付けました。

・楢葉町職労
　会津美里町本郷庁舎3階に対策本部を設置し、同町内に5箇所の避難所を100名の職員で、いわき市の避難所は20名の職員で運営しています。対策本部での通常勤務以外に、避難所は交替勤務となっています。このような休めない中にあっても、職員の笑顔は避難者に安心を与えています。

・いわき市
　いわき市下神白保育所は、津波で園舎が倒壊しましたが、保育士さんたちの素早い判断で高台にある三崎公園に10人すべての園児たちを無事避難させることができました。これも日頃からの訓練と冷静な対応ができたことによるものです。

○「自治労みやぎ（3/29）」より

・組合員、職員の死亡・安否不明90人を超える

県本部が３月27 日までに確認した加盟組合における死亡・安否不明者は、93 人となりました（職員数）。お亡くなりになった皆様のご冥福をお祈りするとともに、安否不明の方々の一日も早い発見を願ってやみません。
今日までに、非公式の情報も含めて県本部が把握した状況は上記の通りとなっています。いずれも今日までの判明分であり、今後増える可能性があります。石巻市職労では最終的には40 人近くに上るのではないかとの情報です。それ以外の単組では、組合員全員の無事が確認されています。
なお、沿岸部の単組では、家族の死亡・行方不明、自宅の流失・損壊が相当数に上っており、いまだ全容は明らかではありません。自治労共済の住宅災害の被災受付は、3月28 日現在ですでに362 件に達しています。

・県本部委員長などが気仙沼・南三陸に支援・激励

3 月19 日、北海道本部・新潟県本部からの緊急支援物資を積み込んで、委員長・執行委員が気仙沼・南三陸に向かいました。
気仙沼市では、組合員が全力で救援・復旧に取り組んでいますが、残念ながら組合員１名死亡・１名行方不明となっています。
地震以来全く連絡が取れていなかった南三陸町職では、歌津中学校で単組書記長と会うことが出来ました。三役の無事が確認されましたが、情報では職員36 人が行方不明となり、その後10 名の死亡が確認されています。気仙沼・本吉地方の単組とは、一日数回電話連絡が入る通信状況であり、今後も状況把握を行い、支援を続けていきます。
・震災の中「整理退職」の内示
震災からの復旧も緒に就いたばかりの24 日、白石市外二町組合は、宮城県不忘園職員33 人に対して「整理退職」の内示を行いました。この中には、公務員としての雇用の継続を求めながら当局側が「雇用できない」としている組合員６人が含まれています。このまま3 月31 日を迎えると、分限免職となる可能性が非常に強まってきました。
県本部は各単組に、緊急に県、白石市外二町組合、構成市町に対して抗議文を送付することを指示しています。また、解雇強行の場合は法的措置を含めて解雇撤回に向け闘う決意です。
また、不忘園職組は30 日にも新法人の労働組合を結成し、解雇撤回闘争の継続と、新法人での賃金・労働条件確立に取り組んでいく方針です。
○「自治労いわて（3/29）」より

・組合員の負担軽減と安全確保を最優先に

　県災害対策本部の28日午後2時現在の集計によれば、今回の震災による県内の死者数は3,242人、行方不明者は4,654人。また、県内375箇所で4万3千人あまりが避難所生活を強いられています。

　特に甚大な被害を受けた沿岸部では、避難所の配給が一定程度改善されつつあるものの、依然として物資不足が続いています。

　住居・家族・仕事の問題等、様々な要因が複合的に絡み、被災者は将来不安と悲しみを抱えながらも協力しあい生活しています。

　沿岸部の自治体職員は他の自治体の支援も得ながら、不眠不休で業務を遂行していますが、業務量は日を追うごとに増えています。

　一人二役どころではなく、疲労は極限に達し、このままでは住民を守る職員が先に倒れてしまいます。

　業務負担の軽減、安全確保が必要となっています。

・自治労本部調査団が来県

　自治労本部調査団と県本部は、沿岸部の宮古市、田野畑村に入り、被災地の現状について調査し、緊急支援物資を手渡しました。

　自治労本部は今後、既に設置している地震対策本部事務局において、復興支援活動における基本計画を策定。被災地県本部への人的支援を行うこととしています。
派遣職員のメンタルケアを申入れ

　自治労県職労は4月6日、被災地支援のために派遣された職員について、次のとおり「メンタルヘルスケア」等の申入れを行ないました。

１．派遣者については、事前に注意事項等を周知すること

２．個人の安全や過重労働、メンタルヘルスに関して、事前研修等を行うこと

３．派遣等から戻った職員については、

１十分な休養を与えること

２保健師等による面談を行い、ストレス状態をチェックすること

３その結果に応じて、カウンセリングを受けさせること

４1ヵ月後に、再度保健師等による面談を行い、経過をチェックすること

５「災害支援参加報告会」等を開き、体験を共有するとともに、メンタル面でのクールダウンを図ること

６ＰＴＳＤ（外傷後ストレス障害）が疑われる場合は、産業医の判断を仰ぐこと

４．万一、派遣中、派遣後に怪我や病気（メンタル面を含めて）が発生した場合は、公務災害として認定されるよう当局としても特段の努力を行うこと
東北地方太平洋沖地震の被災者に支援を！
自治労県職労は、カンパを集約するための振込手数料を含めて支援にあてるために、独自カンパは実施せず、県が行っている義援金や日本赤十字社等の募金に集中することとします。

☆ＮＨＫ、中央共同募金会、日本赤十字社
１．窓口受付：全国のNHK放送局の窓口、中央および各都道府県共同募金会、日本赤十字社本社および各都道府県支部
２．郵便振替（手数料は無料です）
１口座名義：中央共同募金会　東北関東大震災義援金
口座番号：00170-6-518

２口座名義：日本赤十字社　東北関東大震災義援金
口座番号：00140-8-507









